
： 造耐震壁を対象とした実験において 片側のみ柱型を有している試験体ですべり変形が生じた。本
研究ではすべり変形が生じている際の荷重変形関係を再現することを目的とし 実験結果からすべり変形時
の抵抗機構を仮定することにより解析をおこなった。変形成分の分離により すべり変形が生じていたサイ
クルではせん断変形が大きくなる結果が得られ 解析においても同様の荷重変形関係を得た。解析結果から
柱型が省略された壁側が圧縮となる場合において 柱主筋の断面積や試験体の負荷軸力が小さいほど摩擦
抵抗が小さくなり すべり変形が生じやすいと考えられる。

すべり変形 ダウエル効果 片側柱付き耐震壁 変形成分の分離

　 造耐震壁を対象とした実験ではすべり変形が生じ
るものがある。
　 １ による研究ではせん断ひび割れに沿うす
べり変形が観察されており 浅野ら の研究では壁脚部
における水平方向のすべり変形が観察されている。こ
れらのすべり変形はいずれも最大耐力付近ですべり変
形が大きくなっている。
　一方 吉田ら の研究では繰返し載荷時の小さな荷重
ですべり変形が観察されている。このようなすべり変
形のメカニズムは解明されておらず 現在構造設計で使
用されている耐震壁のモデルにおいても考慮されてい
ない。本研究では このようなすべり変形がどのように
発生するかを検討し その抵抗機構をもとに実験の荷重
変形関係を再現することを目的とする。

　 は今回対象とした試験体 の断面図であ
り 実験では試験体 の正載荷（壁端部圧縮）におい
てすべり変形が観測されている。両試験体ともスケール
は 試験体高さ が であり 片側にのみ柱
型を有している。本研究では が配筋されている部
分（赤色の部分）を壁端部と定義し それ以外の壁部分
を壁板と定義する。 に示す 体の試験体のせん断
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余裕度は柱引張で 壁端部引張（柱圧縮）で
である。なお強度は 鉄筋コンクリート構造計算規準・
同解説 の曲げ強度式 および祖父江ら による
せん断強度式を用いて算出した。 に加力装置を示
す。文献 では図中の矢印で示すように柱中央に軸力を
作用させており 変位制御による正負交番繰り返し載荷
を行ったところ の写真のように試験体 の正
載荷（壁端部圧縮）では壁の脚部においてすべり変形が
観測された。
　 に各試験体の変位計取り付け位置を示す。こ
れらの変位計のデータから曲げ変形を算出し 変形成分
の分離を行う。 に試験体の曲げ変形の概要図お
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よび壁脚部のすべり状況を示す。図中の数値は試験体
の黒点におけるひび割れ幅で ピーク後除荷時に

計測されたものである。また 脚部のすべり状況につい
ては 各ピーク時のすべり変形量を写真から計測した。
柱引張時は壁端部に向かうにつれてすべり変形が大き
くなっている。柱圧縮時にも壁板でのずれが観測され
たが 柱はずれておらず 壁長さ方向に伸縮したとは考
えられないことから 本研究ではこれをすべり変形とし
て扱わないことにした。赤線で示すひび割れが発生し
ていたことから 本研究では曲げ変形の算出に際し 平
面保持仮定が成立していないと考えた。圧縮縁から中
立軸までの長さ と曲げ変形による回転角 を以下の
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ように決定した。

　　　

　　　

ここで は圧縮側の つの変位計の縮み量の和（圧縮
を正） は引張側の つの変位計の伸び量の和（引張
を正） は試験体の全長である。式 から算出され
る曲げ変形と全体変形の差からせん断変形を得た。

に試験体 における変形分離結果の一例を示す。
破線は検討対象サイクルの前のサイクルを示している。
本研究では 青色で示すサイクルを正サイクル 赤色で
示すサイクルを負サイクルと呼称する。図中の ～
点は後述の鉄筋のダウエル効果の解析に用いる点を示
しており せん断変形がゼロ付近の点（ 点） 前回
サイクルピーク時せん断変形の点（ 点） 正サイクル
ピークの点（ 点）である。
　 に 中で破線で示した各部中央における
鉛直方向の伸びの分布を示す。各部中央の伸びは
に示す各変位計の伸びを線形補間することにより算出し
た。なお 図中の ～ 各点は に示したものと対
応している。せん断変形がゼロ付近の点（ 点）では
試験体全域において鉛直方向の伸びが発生しており 試
験体全体が伸びていることがわかる。このことがすべり
変形が生じる原因だと考えられる。
　本研究では に示すせん断抵抗機構を考えた。
正サイクルでは に示すように壁端部ほどすべり変
形が大きく 柱では見られなかったが 壁板と壁端部が
一様にすべっているものとみなし 柱には壁のすべりと
適合するような逆対称曲げが生じると仮定した。なお

のような変形が生じる際には 壁横筋が抵抗す

る可能性もある。しかし に示すように正サイ
クルでのすべり変形は非常に大きく また壁横筋は柱内
に直線定着されているため すでに柱との付着が発生し
ていないものとして壁横筋の寄与分を無視することにし
た。負サイクルでは実験においてすべりが見られなかっ
たが 壁が負方向にすべるためには柱型もすべる必要が
あり のように考えた。正載荷および負載荷時
の抵抗力を次の累加式によって決定する。
正サイクル時

　　　
負サイクル時

　　　
ここで は摩擦抵抗 は鉄筋のダウエル効果

はすべり変形時の柱の曲げ抵抗である。

　耐震壁脚部がすべる際に生じるコンクリートの噛み
合いによる摩擦力は次式により決定する。

　　　

ここで は摩擦係数 は試験体への負荷軸力（試験
体 では 試験体 では ） は引張
側鉄筋の負担軸力 は圧縮側鉄筋の負担軸力である。

ら の研究より 摩擦抵抗はひび割れ発生直後に半
分程度に減少することが確認されている。ひび割れ発生
前の耐力が － に従って摩擦係数 で評価で
きると考えると ひび割れが発生している場合の摩擦係
数は 相当になる。しかし本研究で扱っているすべり
変形はひび割れが開いている面に沿って発生するので
摩擦係数はさらに小さい可能性がある。そこで －
で定められている下限値の を採用した。

　また 負担軸力 は構造解析ソフト を用
いて算出した。まず 柱 壁および壁端部の各部について
軸力 変形関係を評価してモデル化する。各部における鉄
筋の負担軸力を算出するため 圧縮 引張ともに鉄筋のヤ
ング係数および降伏強度を使用したバイリニアモデルを用
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いて評価した。
　このようにモデル化した各部材を に示した計測
変位で制御して伸縮させた。得られた軸力と各部材の伸び
の関係を に示す。 に示したように 伸びは常
に正の値を推移しているが 柱主筋および壁端部主筋は最
大で 近い圧縮力を負担していた。これに対し 壁
板内の鉄筋は圧縮力をほとんど負担していなかった。得ら
れた軸力と式 を用いて算出した摩擦抵抗を に
示す。正サイクル（青線）の開始時には引張側鉄筋の負担
軸力 が減少し 摩擦抵抗が小さくなる。その後 せん断
変形が 付近で壁の曲げ降伏により および が増
加し 摩擦抵抗が大きくなる。除荷の際には摩擦抵抗は負
側へ移行させている。

　壁縦筋のダウエル効果の評価は 文献 の手法に基づ
き 以下に示す方法を用いておこなった。

　鉄筋のダウエル効果は 鉄筋を要素分割した非線形
解析によりおこなった。ダウエル変形は のよ
うに逆対称変形であると仮定する。 のように

下半分に着目し 頂部に水平力 が作用している場
合の鉄筋の曲げ変形に関する荷重変形関係を算出する。
コンクリートの抵抗は のようにバネに置換し
て評価する。バネに置換する際には後述のコンクリー
トの材料特性と に示すコンクリートの変形範
囲を仮定し 変形に対応する抵抗力を算出した。よって
頂部水平力 とコンクリートの抵抗を受ける鉄筋に
ついて 後述の材料特性に基づいて解析している。

　 に鉄筋のモーメント 曲率関係を示す。ダウエ
ル抵抗する鉄筋は すべり変形に対する曲げ抵抗に加え
壁や柱の伸縮により軸力が作用しており 負担する軸力
に応じて降伏モーメント 全塑性モーメント 終局
モーメント がそれぞれ低下する。 に曲げと軸
力を同時に受ける鉄筋の応力状態を示す。ひずみ度は直
線に分布しているものとした。図中の は に示し
た軸力による応力 はそれぞれ 時
の曲率 は 時に鉄筋が軸力を負担する幅であ
る。各曲率はひずみ度分布の傾きから算出した。以下に
軸力を考慮した場合の各モーメントの値を示す。

　　　

　　　

　　　

ここで は鉄筋径 は鉄筋の降伏強度 は鉄筋の引
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張強度である。

すべりが発生している際 に示すように
壁板および壁端部に鉛直方向の伸びが生じており ダウ
エル鉄筋の抵抗力に大きく影響すると考えられる。そ
こで 本研究ではひび割れ幅を考慮し 鉄筋の抜け出し
ている範囲では鉄筋のみで抵抗しているものとみなし
解析をおこなった（ 。
　すべり面でのひび割れ幅については に示す試
験体脚部のひび割れ幅および に示す各部の鉛直

方向の伸び分布をもとに 壁板で全伸び量の半分 壁
端部で全伸び量の 分の 柱で全伸び量の 分の
とし この割合が一定に保たれると仮定し解析をおこ
なった。

　コンクリートの応力 ひずみ度関係は文献 をもとに
のように決定した。ただし 検討対象としている

実験では壁筋の間隔が十分に大きく コンクリートの抵
抗力が維持されると考えられることから コンクリート
が最大応力に達した後も 応力の低下が起こらないとし
た。ここで はコンクリートの一軸圧縮強度 はコ
ンクリートのヤング係数である。
　
　すべり変形が生じている試験体 の正サイクル（壁
端部圧縮）では 繰返しの載荷によりコンクリートは塑
性化することで のようにコンクリートと鉄
筋の間に隙間が生じている場合があると考える。コン
クリートの変形量は塑性変形に対して弾性変形が非常
に小さいことから弾性変形を無視し 前回ピークのせん
断変形より鉄筋の変形が小さい場合にコンクリートの
塑性化を考慮するものとする。 の 点（せん断

変形ゼロ付近）では前回サイクルのピーク時のせん断
変形に達していないことから のような状態
であると考える。 点では前回サイクルのピーク時
のせん断変形に達していることから のよう
な状態であると考える。
　なお 鉄筋とコンクリートが接していない領域はひび
割れ面からの深さが鉄筋径以内の領域であるとしてい
る。これは鉄筋にかかる軸力の大きさやひび割れ幅を
変化させてダウエル効果の解析を行った結果（
より コンクリートが塑性化する（応力度が に達す
る）深さはダウエル鉄筋にかかる軸力やひび割れ幅の
大小にかかわらず 鉄筋径分の深さに収束する傾向が
あったためである。
　 にダウエル効果の解析結果の一例を示す。鉄
筋のダウエル効果による抵抗力は前述のように ダウエ
ル鉄筋の負担する軸力やひび割れ幅などにより常に変
動する。そこで便宜上 試験体 の正サイクルでは
せん断変形ゼロ付近（ 点） 前回ピーク（ 点）での
実験パラメータを用い 点から 点 点から 点で
はパラメータが変動しないものとした。その他の載荷
では せん断変形ゼロ付近（正サイクルピーク前では
点 負サイクルピーク前では 点）での実験パラメー
タを用いて解析をおこなった。せん断変形が 付近
までは に示す状態であり 剛性が小さい。前
回ピーク時の変形に達すると に示す状態とな
るため 剛性が大きくなっている。

　 に示すように 正サイクルでは柱はすべる
ことはなく 壁のすべり変形に付随するように曲げ変形
が生じているものと考える。本研究ではこのときの柱
は上下逆対称に変形しているものと仮定し 柱の曲げ抵
抗を算出する。復元力特性には武田モデルを用い 曲げ
降伏後の剛性は初期剛性の とした。以下に曲げ
剛性 柱のひび割れモーメント 降伏モーメント
および剛性低下率 の各値をそれぞれ示す。
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ここで は柱が負担する軸力とし 試験体の全断面積
に対する柱の断面積の割合から算出した（試験体
で 試験体 で ）。式 の各記
号については鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説

（ ）を参照されたい。負サイクルでは
図ー のような変形を想定しているため 柱主筋の
ダウエル抵抗によって柱の抵抗を評価している。以上
の方法で算出した柱の抵抗は のようになった。

　 に試験体 の荷重変形関係の比較を示す。
ここで示す解析結果は 解析で得られたせん断変形と
その点に対応する実験での曲げ変形を足し合わせてい
る。正・負サイクルともに実験結果と計算結果がよく
対応している。ただし 負サイクルで全体変形が負の値
になる範囲では 解析におけるせん断抵抗が大きく 全
体変形の殆どを曲げ変形が占めている。実験でのせん
断変形も小さく 実験と解析が良好に対応する結果と
なった。

　本研究では すべり変形が生じている試験体について
抵抗機構を仮定することにより その荷重変形関係を得
た。以下に本研究で得られた知見をまとめる。
　変形成分の分離により すべり変形が確認されたサイ
クルにおいて せん断変形が大きいことを確認した。
　柱型が省略された壁側が圧縮となる場合 柱主筋の断
面積や試験体の負荷軸力が小さいほどすべり変形が生
じやすい。また 柱側が圧縮となる場合においては柱主
筋のダウエル効果が大きく すべり変形は生じにくい。
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